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令和６年度渋川市浄化槽設置整備事業費補助金交付要領

令和６年４月１日から適用

本補助金の交付目的、交付手続等は、次のとおりです。

交付目的 生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、予算

の範囲内において浄化槽設置に要した費用を補助します。

市内全域（下水道法（昭和３３年法律第７９号）第４条により

内 定める事業計画又は同法第２５条の３第１項の認可を受けた事業

補助対象事業 計画に定められた予定処理区域、農業集落排水事業実施地区及び

容 地域し尿処理区域を除く。ただし、やむを得ぬ事情により特に管

理者が認めたときは、この限りでない。）の専用住宅において、

処理対象人員５０人以下の浄化槽を設置する事業とし、次に掲げ

る条件を満たすものです。

１ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項の規

定による確認の申請又は浄化槽法第５条第１項の規定による設

置の届出を行うこと。

２ 次に掲げる者の監督の下に補助対象事業を行わせること。

（１）平成元年１０月３０日付け厚生省・建設省告示第１号に

より指定した小規模合併処理浄化槽施工技術特別講習会を終了

した者

（２）昭和６３年度以降に浄化槽法第４２条第１項各号に該当

することとなった浄化槽設備士

３ 補助対象事業期間内に浄化槽を設置すること。

４ 販売及び賃貸を目的とする住宅に設置するものでないこと。

５ 公共事業に係る浄化槽等の補償に関連して設置するものでな

いこと。

補助対象事業を実施する者とし、次に掲げる条件を満たすもの

とします。

１ 浄化槽を設置する住宅を継続的に使用すると認められる者で

補助対象者 あること。

２ 渋川市暴力団排除条例（平成２４年渋川市条例第３０号）第

２条第１号に規定する暴力団又は同条第２号に規定する暴力団

員でないこと。

補助対象経費 補助対象事業を実施するために要した経費とします。

補助対象経費に相当する額とし、下表の第１欄に掲げる区分に

交付金額 応じ、それぞれ同表の第２欄に定める額を限度とします。この場

合において、浄化槽の人槽区分は、日本産業規格「建築物の用途

別による屎尿浄化槽の処理対象人員算定基準（ＪＩＳ Ａ ３３

０２－２０００）」に基づき決定します。
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１ 人槽区分 ２ 限度額

浄化槽を新設した者 ５人槽 １３８，０００円

６～７人槽 １８０，０００円

８～１０人槽 ２３７，０００円

１１～５０人槽 ２３７，０００円

単独処理浄化槽を撤去し、又 ５人槽 ４３２，０００円

は雨水貯留槽等に再利用し、 ６～７人槽 ５１４，０００円

合併処理浄化槽を設置した者 ８～１０人槽 ６４８，０００円

で、浄化槽法第１１条の２に １１～５０人槽 ６４８，０００円

基づく廃止の届出を行った者

又はくみ取り槽を撤去し、合

併処理浄化槽を設置した者

この補助金の事業全体の補助限度額は、７，２８３，０００円

予算額 です。

限度に達した時点で受付を終了します。

１ 補助対象事業は、令和７年２月２８日までに完了しなければ

交 交付条件 なりません。

付 ２ 補助対象事業を上記の期限までに完了できないときは、あら

手 かじめ管理者に届け出て、その承認を受けなければなりません。

続 ３ 補助対象事業の内容の変更し、中止し、又は廃止しようとす

等 るときは、あらかじめ管理者の承認を受けなければなりません。

４ 補助対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は期間内に

遂行が困難となった場合においては、その理由その他必要事項

を管理者に報告し、その指示を受けなければなりません。

補助対象事業に着手する前までに業務課へ書面にて申請してく

ださい。申請の日の属する年度の１月末日又は予算額に達した時

点で申請の受付を終了します。

渋川市浄化槽設置整備事業費補助金交付申請書（様式第１号）

に必要事項を記入し、次に掲げる書類を添えて提出してください。

（浄化槽新設の場合）

１ 審査機関を経過した建築基準法第６条第１項の規定による確

認済証の写し及び浄化槽仕様書の写し又は浄化槽設置届出書の

写し

２ 浄化槽仕様書の写し

３ 設置場所の案内図

交付申請の方法、 ４ 工事請負契約書の写し又はかし担保に関する誓約書の写し

時期等 ５ 保証登録証

６ 見積書等（浄化槽設置に係わる施工金額が把握できるもの）
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７ 工事施工監督者の証明書の写し

８ 環境保全に関する誓約書

９ 登録浄化槽管理票（C票）
１０ コンクリート基礎配筋図又は PC盤の仕様書
１１ その他管理者が必要と認める書類

（転換時追加添付書類）

単独処理浄化槽撤去の場合

１ 産業廃棄物処理委託契約書

※県が発行する許可書の写しを添付

許可の内容（有効期限、廃棄物の種類、収集運搬業者にあって

は積み込み及び運搬先の都道府県のもの、処分業者にあっては、

処分所在地の都道府県知事発行のもの）

２ 単独処理浄化槽等の撤去費用の見積書（撤去費単独の金額の

わかるもの）

３ 転換撤去等の確認書（様式第９号）

単独処理浄化槽等を雨水貯留槽等に利用する場合

１ 雨水貯留槽等への改造工事契約書の写し

２ 改造工事費の見積書

３ 転換撤去等の確認書（様式第９号）

くみ取り槽を撤去する場合

１ 産業廃棄物委託契約書（内容については単独処理浄化槽撤去

と同様）

２ くみ取り槽の撤去費用の見積書

３ 転換撤去等の確認書（様式第９号）

申請のあった日から１４日以内に交付決定をします。

交付決定の時期等 補助金の交付を決定したときは、渋川市浄化槽設置整備事業費

補助金交付決定通知書（様式第２号）により、不交付を決定した

ときは、渋川市浄化槽設置整備事業費補助金不交付通知書（様式

第３号）により通知します。

交付決定の内容に変更があるときは、速やかに渋川市浄化槽設

変更交付申請の方 置整備事業費補助金変更承認申請書（様式第４号）を提出してく

法、時期等 ださい。

また、事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助対象事業

の遂行が困難となった場合は、指示を受けてください。

変更交付申請があったときは、速やかにその内容を審査し、そ

変更の承認 の結果を渋川市浄化槽設置整備事業費補助金変更承認（不承認）

通知書（様式第５号）により通知します。

補助対象事業が完了したときは、その日から１か月以内又はそ

の日の属する年度の２月２８日のいずれか早い日までに、渋川市

浄化槽設置整備事業費補助金事業完了実績報告書（様式第６号）
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に次に掲げる書類を添えて、提出してください。

（浄化槽新設の場合）

１ 浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書

の写し又はこれを証明する書類

※上記書類には浄化槽保守点検委託料金及び浄化槽法第１１条検

査料を含むことが記載されていること。

２ 浄化槽法第７条に規定する検査依頼書の写し

３ 工事写真

４ 工事施工チェックリスト

５ 浄化槽設置工事費等に関する請求書又は領収書の写し

６ その他管理者が必要と認める書類

実績報告の方法、 （転換時追加添付書類）

時期等 単独処理浄化槽撤去の場合

１ 工事写真

２ マニフェスト伝票の写し（※Ａ票以外）

３ 撤去費用の請求書又は領収書の写し

※撤去についての金額がわかるもの

４ 浄化槽法第１１条の２に基づく浄化槽使用廃止届の写し

単独処理浄化槽等を雨水貯留槽等に再利用する場合

１ 工事写真

２ 改造工事費の請求書及び領収書の写し

３ 浄化槽法第１１条の２に基づく浄化槽使用廃止届の写し

くみ取り槽を撤去する場合

１ 工事写真

２ マニフェスト伝票の写し（※Ａ票以外）

３ 撤去費用の請求書又は領収書の写し

実績報告があったときは、当該報告書の審査及び必要に応じて

現地調査を行い、その成果が補助金の交付の決定内容及びこれに

補助金の額の確定 付した条件に適合すると認めたときは、渋川市浄化槽設置整備事

業費補助金交付額確定通知書（様式第７号）により交付すべき補

助金の額を確定します。

補助金交付請求書（様式第８号）に、渋川市浄化槽設置整備事

請求の方法、支払 業費補助金交付決定通知書を添えて、請求してください。

時期等 提出された請求書に基づき、請求日から２０日以内に支払いま

す。

次の場合は、補助金の交付決定の全部又は一部が取り消されま

す。

１ 不正の手段により補助金を受けたとき。

交付決定の取消し ２ 補助金を他の用途に使用したとき。

又は補助金の返還 ３ 補助金交付の条件に違反したとき。
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次の場合は、指定された期限までに、補助金を返還しなければ

なりません。

１ 補助金の交付を受けた後、補助金の交付決定を取り消された

場合は、取消しに係る部分の金額

渋川市浄化槽設置整備事業費補助金交付申請書（様式第１号）

渋川市浄化槽設置整備事業費補助金交付決定通知書（様式第２号）

渋川市浄化槽設置整備事業費補助金不交付通知書（様式第３号）

申請書等の様式 渋川市浄化槽設置整備事業費補助金変更承認申請書（様式第４号）

渋川市浄化槽設置整備事業費補助金変更承認（不承認）通知書（様

式第５号）

渋川市浄化槽設置整備事業費補助金事業完了実績報告書（様式第

６号）

渋川市浄化槽設置整備事業費補助金交付額確定通知書（様式第７

号）

補助金交付請求書（様式第８号）

転換撤去等の確認書（様式第９号）

補助対象者は、補助対象事業に関する帳簿及び書類を備え付け、

その他 当該補助対象事業が完了した年度の翌年度から５年間保存しなけ

ればなりません。

渋川市役所業務課（第二庁舎）

取扱担当課 電話 ０２７９－２５－７８１２（直通）

０２７９－２２－２１１１（内線４８６８）

メールアドレス gesui-iji＠ city.shibukawa.gunma.jp


